
物品供給契約書
	１　物品名
	

	２　規格
	

	３　単価
	

	４　数量
	

	５　契約金額
	　　　　　　　　　　　　　　　　円

（うち取引に係る消費税　　　　　　円）

	６　納入期限
	平成　　年　　月　　日

	７　納入場所
	

	８　契約保証金
	　　　　　　　　　　 　　　　　円　・　免 除



	９　契約年月日
	平成　　年　　月　　日



（総　則）

第1条　津山市（以下「発注者」という。）及び　　　　　　　　　　　（以下「受注者」という。）は、頭書の供給契約に関し、この契約書、仕様書及び図面または見本に基づき契約を締結し、関係法令を遵守の上、信義に従い誠実にこれを履行するものとする。
２　この契約書、仕様書及び図面に明示されていないものまたは互いに符合しないものがある場合は発注者・受注者協議して定める。

（契約保証金）

第２条　受注者は、この契約にあたって契約金額の10分の1以上の契約保証金を納付しなければならない。ただし、国債・地方債その他の有価証券で発注者が認めるもので納付をすることができる。
２　発注者は、前項にかかわらず、次の各号の一に該当するときは、契約保証金額の全部または一部を減免することができる。

(1) 第3条に規定する契約保証人があるとき。

(2) 受注者が過去2年の間に当該契約と種類及び規模をほぼ同じくする契約を国又は地方
公共団体と2回以上締結し、これをすべて誠実に履行し、かつ、当該契約を履行しないこととなるおそれがないと認められるとき。

（契約保証人）

第３条　受注者がこの契約による債務を履行しない場合に生ずる遅延料、違約金その他の損害金支払い及び債務の履行を保証するため、受注者は受注者と同等以上の資力を有する者１人以上を保証人として立てなければならない。ただし、契約金額が200万円未満のとき、または前条第1項の保証金を納付したときは、この限りでない。
（権利義務の譲渡等の禁止）

第４条　受注者は、供給物品の一部または全部を他人に供給させ、またはこの契約によって生ずる権利または義務を他人に譲渡もしくは担保に供してはならない｡ただし、発注者の承認を受けた場合は、この限りでない｡

（監　　督）

第５条　発注者は、必要と認めるときは随時受注者の契約履行状況を監督指導することができる｡

（検　　査）

第６条　受注者は、指定場所へ物品を納入したときは、遅滞なく発注者に納品書を提出し、検査を受けなければならない｡
２　発注者は、前項の納品書を受理したときは、その日から10日以内に受注者の立会を求め検査を行わなければならない。

３　受注者は、検査に合格しないときは、直ちにこれを取り替えもしくは補修しまたは改造して再検査を受けなければならない。ただし、発注者が特に承認した場合のほか、このための納入期限は延長しない｡

４　前項の場合において、第２項に規定する期間は、発注者が受注者から取り替えもしくは補修または改造の完了の通知を受けた日から起算するものとする｡

５　第３項の不合格品であってもその不良の程度が軽微であって発注者が使用上支障がないと認めたときは、契約金額を減額のうえ採用することができる｡

６　検査に要する一切の費用および検査のため変質・変形・消耗・き損したものについては、受注者の負担とする｡


（引き渡し）

第７条　物品の所有権は、検査に合格すると同時に発注者に移転するものとする。
　（納入費用）

第８条　供給物品の納入までに要する一切の費用は、受注者の負担とする。

（請求代金の支払い）

第９条　受注者は、検査に合格したときは、書面により契約代金を請求するものとする。

２　発注者は、前項の規定による請求を受けたときは、その日から起算して30日以内に代金を支払わなければならない。

　（分　納）

第１０条　受注者は、発注者の要求に応じて供給物品を分割して納入することができる。

２　前項の場合において、発注者は、当該物品の既納部分に対して検査を行わねばならない。この場合、発注者は受注者の同意を得てこれを使用することができる。

（部分払い）

第１１条　前条第2項の検査に合格したときは、受注者は、既納部分について部分払いを請求することができる。ただし、この請求は、毎月１回を越えることができない｡

２　発注者は、前項の請求書を受理した場合は、受注者の既納部分に対する100分の100以内の部分払金を支払うことができる。
　（履行の期限延長）

第１２条　発注者は、受注者の責めに帰する事由により納入期限内に物品を納入できない場合において、納入できる見込みがある場合は、遅延日数1日につき契約金額の1,000分の2以内に相当する遅延料を徴収して納期の延長をすることができる。

第１３条　受注者は、天災地変その他やむをえない事由によって納入期限内に物品を納入することができないときは、そのつど遅滞なく事由および延期日数等を詳記した期限延長の届出書を提出しなければならない。

２　発注者は、前項の届出を受理したときは、内容を検討し、正当であると認めたときは、納入期限を延長することができる｡
３　前項の期限の延長を承認したときは、第１２条に規定する遅延料の徴収は免除する。

（物品供給の変更中止等）

第１４条　発注者は、必要があるときは、物品の供給についてその内容を変更し、又は納入を一時中止し、もしくは打ち切ることができる｡この場合において供給代金又は納入期限を変更する必要があるときは受注者と協議してこれを定める｡
２　前項により受注者が損失を被ったときは、発注者は受注者と協議してこれを補償する。

３　供給物品の数量を変更する場合、変更数量に応じ、内訳明細書の単価に基づいて、その供給代金を増減するものとする。ただし、内訳明細書記載以外に属するものがあるときは、発注者は受注者と協議のうえこれを定める。

（契約の解除）

第１５条　発注者は、受注者が次の各号の一に該当するときは、契約を解除することができる。

(1) 契約履行期限内に物品を引き渡さないとき｡

(2) 受注者の責めに帰する事由により所定の期限内または期限後相当の期間内に契約物品を納入する見込みがないと明らかに認められたとき。


(3) 発注者が行う検査に際し、受注者またはその代理人等が職員の職務執行を妨げまたは偽り、その他不正の行為があると認めたとき。

(4) 受注者が第16条の規定によらないで契約の解除を申し出たとき。

(5) 受注者が次のいずれかに該当するとき。

　イ　代表者、役員等（以下代表者等という）が、津山市暴力団排除条例第２条第２号に規定する暴力団員(以下暴力団員という)または津山市暴力団排除条例第２条第３号に規定する暴力団員等（以下暴力団員等という）であると認められるとき。

　ロ　津山市暴力団排除条例第２条第１号に規定する暴力団(以下暴力団という)又は暴力団
員等が経営に実質的に関与していると認められるとき。
　ハ　代表者等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的をもって、暴力団又は暴力団員等を利用するなどと認められるとき。

　　二　代表者等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与するなど
直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与していると認められ
るとき。

　　ホ　代表者等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有していると認めら
れるとき。

　　へ　暴力団員であることを知りながら、その者を雇用・使用しているとき。

　　ト　暴力団員を雇用・使用していた場合（へに該当する場合を除く。）に、発注者が当該被
　　　雇用（使用）者の解雇を求め、これに従わなかったとき。

２　前項の規定により契約が解除された場合において、受注者は、違約金として契約金額の100分の10を発注者の指示により支払わなければならない。

３　受注者は、前項の違約金を超えて発注者に損害を及ぼしたときは、その損害額を賠償しなければならない。

第１６条　受注者は次の各号の一に該当する理由があるときは、契約を解除することができる。

(1) 第14条第1項の規定による内容変更のため、契約金額が３分の２以上減少したとき。

(2) 物品の供給中止期間が履行期間の３分の２以上に達したとき。

(3) 発注者の責めに帰する事由により、物品を納入することができないと認められたとき。

第１７条　この契約を解除しようとするときは、書面によりすみやかに相手方に通知しなければならない。

（危険負担）

第１８条　受注者の責めに帰する事由により物品引き渡し前に生じた一切の損害は、受注者の負担とする。ただし、発注者の責めに帰する事由により損害を生じたときは、この限りでない。

２　前項の場合において、受注者は事実発生後遅滞なくその状況を発注者に通知しなければならない。

　（天災等による損害）

第１９条　受注者は、天災その他不可抗力によって物品引き渡し前に損害を生じたときは、事実発生後遅滞なくその状況を発注者に通知しなければならない。

　（瑕疵担保責任）

第２０条　受注者は、第7条の規定による引き渡し完了後に当該供給物品に隠れた瑕疵(かし)が発見されたときは、当該物品を無償で修理し、もしくは代替え品を納入し又は、金銭をもって賠償しなければならない。この場合保証の期間は１年とする。


　（紛争の解決）

第２１条　この契約に関し、紛争を生じたときは、発注者・受注者協議により決定した者に仲裁を依頼し、その裁定に従うものとする。

２　前項の紛争解決のために要する費用は、発注者・受注者協議するものとする。

（契約書作成の費用負担）

第２２条　契約書（変更契約書を含む。）の作成に必要な費用は、すべて受注者の負担とする。

（補　則）

第２３条　この契約に定めのない事項については、津山市契約規則によるものの他、必要に応じて発注者・受注者協議のうえ定めるものとする。

　この契約の締結の証として、本書２通を作成し、発注者・受注者双方記名押印のうえ、各自１通を保有する。

　

平成　　　年　　　月　　　日

　発注者　津山市山北５２０番地

　　　　　　　　　　　津山市長　　　　　　　　
　 
　　 eq \o\ac(□,印)
　受注者　住　所

　　　　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　

　　㊞

保証人　住　所

　　　　　　　　氏　名　　　　　　



　　㊞

